
1NRI Management Review｜No.22｜November 2025

IT プラットフォームを用いた人事業務効率化
～ オンボーディングから始める人事 DX ～
業務・IT 戦略コンサルティング部　シニアコンサルタント	 中野  翔太
業務・IT 戦略コンサルティング部　シニアコンサルタント	 田畑  貴大

1	 はじめに

　近年、企業経営において「戦略人事」の重要性が

急速に高まっている。従来の人事部門は、給与計算

や勤怠管理、社会保険手続きなどのルーティン業務

が中心であり、日々のルーティンワークとして細か

な事務処理を正確かつ迅速にこなす役割を担ってき

た。しかし、近年グローバル競争の激化や人材の多

様化に伴い、企業は人材を経営戦略の中核に据え、

最適な人材配置・育成・活用を通じて持続的成長と

競争優位を実現する動き（＝戦略人事）が活発化し

ている。その中で人事部は「経営のパートナー」と

して戦略人事を主導する役割を担うことが求められ

ている。

　しかし、日本企業の多くでは、依然として人事部

門がルーティン業務に忙殺され、戦略業務に十分な

リソースを割けていない現状が続いている。実際、

HRビジョン「日本の人事部　人事白書 2024」に

よれば、日本企業の人事部門の約 90％が「戦略人

事は重要である」と回答している一方、人事部門の

約 80％が「管理業務に追われている」と回答して

いる（図表 1）。管理業務をルーティン業務と読み

替えると、多くの企業でルーティン業務に忙殺され

ていることが分かる。また、日本企業の人事部門の

デジタルトランスフォーメーション（DX）推進度

は主要先進国の中でも遅れていると指摘する調査結

果も存在しており、データ活用や業務自動化の遅れ

が課題となっている。

　戦略人事が重要だと認識しつつも、ルーティン業

務に追われており十分に戦略人事に取り組めていな

いという現状を打破するため、まずはルーティン業

務を効率化することが重要だとわれわれは考えてい

る。

　また、現場社員にとって人事領域のルーティン業

務（Ex. 各種申請・調査や入退社手続き対応）は非

コア業務であるにもかかわらず、プロセスの複雑さ

や情報の分散、二重入力等により高負荷となってし

まっているケースは多く、人事部だけでなく、従業

員エクスペリエンス（EX）向上の観点からも現場社

員にとっての効率化も非常に重要なイシューとなっ

ている。

　本稿では、人事領域のルーティン業務を人事部・

現場の両視点で効率化する具体的な進め方を、最新

のファクトや事例を交えながら論じる。

	 図表 1	 人事部門が管理業務に追われているか？に対する回答	
		  結果

	 出所）	 HRビジョン「日本の人事部　人事白書 2024」よりNRI 作成
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2	 人事領域におけるルーティン業務変革のアプ	

	 ローチ

　戦略人事に注力するためには、ルーティン業務の

効率化が不可欠である。既存のデジタルソリュー

ションにより効率化が進んでいる領域もあるが、依

然として着手が遅れている領域が残存している。本

章では、ルーティン業務のうち特に効率化が遅れて

いる領域を挙げるとともに、変革のコンセプトを提

示し、最先端の Software as a Service（SaaS）を

活用した具体的な変革アプローチを示す。

1）	 効率化余地の大きい人事業務領域：複数主管部	

	 と複数システムにまたがる業務

　ルーティン業務の中で効率化余地の大きい部分は

どこなのであろうか。われわれが支援してきた企業

も含め、多くの企業では人事部内完結の業務（Ex.

労務管理、給与計算）はすでにデジタルソリューショ

ンも一定程度導入されており、ある程度の効率化が

進んでいる。一方、複数主管部と複数システムにま

たがる業務（Ex. オンボーディング）はデジタルソ

リューションが導入されておらず、効率化余地が多

く残されている企業が多い。効率化が進んでいない

要因としては、以下二つが考えられる。

　①	 主管部ごとに要件が異なるため、合意形成	

	 の難易度が高い

　②	 複数主管部にまたがる一連のワークフローを	

	 1 プラットフォームで実現可能なシステムが	

	 存在しなかった

　①に関しては、人事部内に閉じていれば、人事部

目線での効率化要件をベースにソリューションの選

定・開発を行うことができるが、主管部横断となる

と、複数主管部目線での要件も取り込む必要があり、

合意形成の難易度が上がる。双方の要件を際限なく

取り込めばシステムは肥大化し、開発工数が膨れ上

がる。それを避けるため、システム化構想の段階で

プロジェクトの変革コンセプトを定義し、常にそこ

に立ち返って合意形成を図り、開発工数のキャップ

内に抑えつつ、満足度の高いプロジェクト推進を実

施する必要がある。　

　②に関しては、海外で2010年代にはServiceNow

や Salesforce などの SaaS を使ったワークフロー

効率化の事例が増加し始めた。10年代は日本での

導入事例は少なかったが、20年代に入り、日本国

内でも導入事例が出始めているが、海外と比べ普及

が遅れている。

2）	 変革コンセプト：現場社員ファースト

　これまでコーポレートの各主管部は、各主管部別

の個別最適システム（≒主管部ファースト）で効率

化を図ることが多かった。これは、主管部独自の要

件に対応でき、主管部の業務効率化は一定程度実現

できるものの、現場社員にとっては非効率／非生産

的な業務を助長してしまう可能性もある。そういっ

た中でわれわれはHuman Centric（≒主管部では

なく、現場社員ファースト）をコンセプトとして従

業員 EX向上を主眼とした業務変革を推進すべきだ

と考える。

　Human Centric では主管部個別最適のシステム

構成ではなく、現場社員ファーストの全体最適なシ

ステム構成を目指す。一部主管部業務の細かい要件

を満たせない可能性はあるが、統一的なプラット

フォーム活用により利便性が向上するため、従業

員 EX の向上が実現できる。例えば、One Time、

One Place（同一データの複数システムへの入力回

避）や、１プラットフォーム上でのタスク管理、マ

ニュアル・問い合わせレスなどの点が挙げられる。

そのような利便性向上により、現場社員の非コア／

ルーティン業務は削減され、付加価値／コア業務に

十分なリソースを割くことが可能となる。

　一方、Human Centric で現場社員ファーストの

DXを推進することは簡単ではない。推進する際の

ポイントは以下三つである。

　①	 導入領域の選定と導入順序 

　②	 主管部との合意形成 
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　③	 事業部への展開（チェンジマネジメント）

（1）	導入領域の選定と導入順序

　導入領域の選定に関しては、限られたリソースで

最大の現場効用を得るには、優先度の高い業務領域

を正しく選ぶ必要がある。初動の成功が組織内の信

頼を左右するため、ファーストステップとしてどの

領域からスタートするか、またその際の判断軸の設

定が非常に重要である。判断軸として最も重要視す

べき観点の一つはQuick Win が可能か？という観

点である。現場の信頼を獲得し、その後の展開をス

ムーズに進めるためにもQuick Win が可能な領域

から着手するべきである。スコープを広げるが故に

効果を得られるまでに時間がかかり、現場からの反

発にあい、道半ばでプロジェクトが頓挫することは

よくある話だが、このパターンは絶対に避けなけれ

ばならない。

（2）	主管部との合意形成

　主管部との合意形成に関しては、主管部目線の業

務効率化と現場目線での業務効率化が一致せず、主

管部との合意が難航してしまうことがある。プロ

ジェクトとしては、開発費用の上振れやスケジュー

ル遅延、システムの複雑化などのリスクを抱えるこ

ととなるため、主管部の要件を盛り込みすぎること

は避けたいが、主管部としては、自分たちの現行業

務を極力担保してほしい、例外的な業務にも対応し

てほしいといった要望があるため、プロジェクト側

は単に拒否するのではなく、合意形成に向けた明確

な方針を提示することが重要である。例えば、主管

部の要件を「必須（機能がないと業務が回らない）」

「優先度高（効率化・高度化に資する）」「優先度中（便

利機能など）」の 3段階に分類し「必須」はすべて

取り込み「優先度高」は開発費用のキャップ内で取

り込み「優先度中」は初期リリースのスコープ外と

するといった方針を要件定義前に提示し、主管部と

合意しておくことは有効な手段の一つであろう。

（3）	事業部への展開（チェンジマネジメント）

　システムをつくっても、現場が使わなければ効果

は皆無であるため、各事業部への展開（チェンジマ

ネジメント）は非常に重要だ。現場の日々のオペ

レーションに自然に溶け込み、習慣として定着させ

ることが重要である。そのためには、事前に展開計

画を策定し、ターゲットとなるユーザーに対して最

適な方法でオペレーションを習得してもらう必要が

ある。構想段階、要件定義段階、開発段階といった

主要なマイルストーンごとに複数回の説明会を実施

し、丁寧なQA対応を行うことで、現場の不安や不

信感を最小限に抑える。さらに、リリース後に向け

ては、問い合わせ対応やナレッジの蓄積・共有の仕

組みを整備し、持続的な運用定着を図ることが求め

	 図表 2	 変革のコンセプト

	 出所）	 NRI 作成
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られる。

3）IT プラットフォーム上での業務完結

　組織横断業務を効率化するために、組織横断で利

用可能な IT プラットフォームの活用は必要不可欠

だ。図表 3では、申請承認やタスク管理における、

人事部と事業部（マネジメント層、現場社員）の間

で発生する典型的な問題を表している。人事部は

メールや社内報でエンゲージメント調査などのタス

クを伝達するが、事業部側のタスク対応状況が見え

ず、メールでのリマインドなど無駄なやりとりが発

生し、工数がかかっている。また、現場側からする

と、タスクの重要度・期限が分からないことや、申

請の入り口がバラバラでどこから申請を実施するべ

きか分からないことから申請が滞留してしまうこと

も珍しくない。さらには、タスクの内容が分からず

自己解決できないため、再度人事部に問い合わせた

り、申請はするものの不備が発覚し、やり直しが発

生したりすることも多いだろう。

　上記のような問題点を IT プラットフォームを用

いて変革するイメージを図表 4で表している。大き

な方針としては、全関係者がアクセス可能なポータ

ルを作成し、申請の入り口を統一することで数珠つ

なぎの申請をワンストップで実施させると同時に、

タスクの連絡や管理をポータル上で完結させるとい

うものである。それにより、人事部側・事業部側の

申請・承認にかかる工数が削減されるだけでなく、

タスクが一覧化されることによる優先順位付けなど

も可能となり、タスクの抜け漏れも防ぐことができ

る。さらに、ナレッジ検索などの機能を持つソリュー

ションであれば、現場ユーザーの自己解決（それに

伴う人事部側の工数削減）へとつながる。

	 図表 3	 組織横断業務（人事部－事業部間）での典型的な問題

	 出所）	 NRI 作成

	 図表 4	 IT プラットフォームでの変革イメージ

	 出所）	 NRI 作成
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3	 人事オペレーション DX の事例

　人事オペレーションを効率化するデジタルソ

リューションの代表は ServiceNowである。本章

では ServiceNowによる改革事例を紹介する。そ

こから得られる改革のポイントを踏まえ、われわれが

推奨する具体的な改革ステップの説明へとつなげる。

1）	 UCC 上島珈琲株式会社のユーザー目線での業	

	 務改革※ 1 

　コーヒー事業を世界で展開するUCC は社内の

ICT 環境を改善するプロジェクトを 2020 年に始動

した。その一つが ServiceNowによる従業員 EXの

改善である。担当者は「使い勝手の良い ICT 環境」

をコンセプトに改革を進め、今まで複数アプリケー

ションを利用することで、入力画面が異なり、ユー

ザビリティー・業務効率の低下を引き起こしていた

が、ServiceNowでグループポータルを作成するこ

とで入力画面を統一し、ユーザビリティーの向上を

実現。その結果、従業員のユーザー体験改善への欲

求も次第に高まりUCCグループのデジタル改革を

加速させた。22年には ServiceNowのモジュール

の一つであるHR Service Delivery（HRSD）を使っ

て、結婚、出産、引っ越し、転勤といったライフサ

イクルイベントの申請などを行うための従業員ポー

タルを新設した。担当者は主管部目線ではなく、あ

くまでもユーザー目線にこだわった従業員ポータル

の実現を目指した。そしてその後、新たにUCCグ

ループに入社する人材のよりスムーズな受け入れの

実現、すなわち入社手続き業務（オンボーディング）

の改善へと波及した。

　ServiceNow導入以前は入社前に多くの書類が渡

され、そこに記された項目すべてに手書きし、さら

に押印する必要があり、その手間と煩わしさが従業

員 EX を大幅に損ねていると担当者は感じていた。

さらにその後の業務プロセスにおいても、紙ベース

での無駄な作業に貴重な人的リソースと時間を費や

しており、その状況を改善するべく、入社手続きに

関する業務プロセス全般を抜本的に見直し、入社手

続きの業務プロセスは、現在すべてワークフローに

巻き取られている。入社前にやりとりされていた大

量の書類は、最初にQR コードを通知する「たっ

た 1 枚」に削減されており、その後の手続きは

ServiceNowのデジタルワークフロー上で完結する

ため、煩雑な手続きはなくなり、書類の情報をシス

テムに転記していた無駄な作業も全面的に解消され

た。結果として、UCCグループに入社する社員に

とって手続きが簡単になったことに加え、受け入れ

側にとっても、入社手続きにかかる時間が以前の約

3分の１に短縮された。また、入社手続きに関する

業務量もほぼ半分に削減されるなど、効率化に成功

している。

2）	 製造業 A 社と金融機関 B 社のオンボーディン	

	 グプロセス改革

　次に製造業A社と金融機関 B社のオンボーディ

ングプロセス改革を見てみる。

　製造業A社はオンボーディングとHRの問い合わ

せをセットで導入した。ポイントとしては、オンボー

ディングに関わる主管部（人事・総務）は横断でプ

ロジェクトを推進したが、現場のユーザーはまず本

社従業員向けから着手し、次に工場への展開という

2ステップとしたことだ。人事・総務の横断でプロ

ジェクトを進めた理由としては、オンボーディング

は人事・総務と主管部をまたいで発生するため、対

象の主管部を絞ると、ユーザーにとってメリットを

感じづらくなるためである。一方、現場ユーザーを

本社に絞ったのは、チェンジマネジメントを進めや

すいからである。一般的に工場は「安全・品質・納期」

が最優先で、長年の慣習や暗黙知で業務が回ってい

ることが多く、本社と比べて新しいオペレーション

の受け入れに時間がかかる。Quick Win を実現す

※1　ServiceNowウェブサイト「UCCグループ、ICT戦略とServiceNow
で入社手続きにかかる時間を約3分の１に短縮」
https://www.servicenow.com/jp/customers/ucc.html

https://www.servicenow.com/jp/customers/ucc.html
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るためにも現場ユーザーは本社従業員のみに絞った。

　金融機関 B社では、オンボーディングだけでなく、

異動・退社手続きも含めて一斉に ServiceNowを

導入した。金融機関 B社は従業員 1,000 人程度の

ため、異動や退社に関わる業務パターンも少なかっ

たことが理由である。金融機関 B社では上記業務に

関し、すでにシステムが導入されていたが、既存シ

ステムで実装済みの申請も含めすべて ServiceNow

へ移植した。しかし、既存システムで実装している

申請まで ServiceNowに統合することに対し、主

管部からの反発にあいプロジェクトの遅延につなが

るなど、チェンジマネジメントに時間を要する結果

となった。製造業A社では、既存システムの申請は

そのままとしていたためQuick Winを実現できた。

一方で、金融機関 B社では申請画面を ServiceNow

でつくり替えるコストも大きく、既存システムのヘ

ビーユーザーである主管部側からの反発も強かっ

た。A社および B社の事例から得られる示唆は、現

行システムで既にカバーされている範囲まで無理に

スコープを拡大するのではなく、Quick Win が実

現可能な領域にスコープを絞ることの重要性である。

4	 NRI が推奨する改革ステップ

　前章の事例分析を踏まえ、本章では人事部と事業

部をまたぐ組織横断業務であり、Human Centric

での改革を実現するためのファーストステップとし

てオンボーディングDXから始める具体的な改革案、

またその改革ステップも提示する。

1）	 ファーストステップとしてのオンボーディング	

	 改革

　われわれがこれまで述べてきたことを整理しよ

う。まず、DXが進んでおらず、これから着手すべ

き領域として組織横断の人事業務を挙げた。また、

改革のコンセプトとして、Human Centric を掲げ、

Quick Win が実現できる業務領域の選定や、現場

がスムーズに新システムを使えるようなチェンジマ

ネジメントの重要性を説いた。また、事例として、

製造業A社と金融機関 B社を挙げ、ユーザー目線

のシステムになっていることの重要性や、ファース

トステップで既存システムまで新プラットフォーム

に統合することの難しさなどを説明した。これらか

ら得られる示唆として、ファーストステップはオン

ボーディングの改革からスタートし、スモールス

タートかつQuick Win を狙うべきであるというこ

とである。

　本来スモールスタートとQuick Win を両立する

ことは難しい。スモールスタートはリスクを抑えス

コープを絞るため、改善のインパクトが限定的にな

りやすい。一方Quick Win は「短期間で分かりや

すい効果」を求めるため、目に見える効果を出すた

めにある程度スコープを広げることが一般的だ。ス

モールスタートすると期待する効果が見えにくく、

Quick Win を狙うとスコープ拡大になるというト

レードオフが存在するのである。要するに、スモー

ルスタートとQuick Win を両立するためには、ス

コープは絞りつつ、目に見える成果を出せる領域を

選定することが肝であり、その領域こそがオンボー

ディングなのである。IT プラットフォーム上で、数

珠つなぎの申請をワンストップで実施可能とする改

革イメージを前述したが「数珠つなぎの申請をワン

ストップ化」という観点だけなら「異動・退社」な

どもスコープの候補となるが「異動・退社」は元の

所属部門などの情報に応じて、申請のパターンが多

数存在するため、業務整理・開発の難易度が高い。

また、ライフイベント系は発生頻度が低く、Quick 

Win にもつながりにくい。上記の理由からわれわれ

は、オンボーディングが初期スコープとして最も適

当だと考える。

　オンボーディングから実施するにあたって、全事

業部の新入社員を対象とするのではなく、特定の事

業部に絞るべきだと考える。理由は多数の事業部を

対象とすると、チェンジマネジメントの長期化につ
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で従業員 EX が大幅に向上し、Human Centric を

実現することができる。

　さらに、そもそも問い合わせをしなくても済むよ

うにナレッジ機能の充実も同時に実施すべきであ

る。現場ユーザーの自己解決を促すことで、現場ユー

ザー・主管部ともに工数削減につながる。

5	 おわりに

　特定の事業部に絞ったオンボーディング改革の次

なるステップとしては、対象事業部を拡大し、最終

的には全事業部に展開することである。さらには異

動・退社・中途入社にまでスコープを拡大し、従業

員ライフサイクルすべてを IT プラットフォーム上

で実施できればかなりの効率化が期待できる。従業

員ライフサイクルの次の改革スコープとしては、IT

プラットフォーム上に社内のあらゆる業務のナレッ

ジを集約・共有する仕組みの構築や、IT プラット

フォーム上に蓄積した従業員データとAI を掛け合

わせ、キャリア支援・スキルマッチングサービスを

開発することなどが挙げられる。これらの取り組み

は、従業員EX向上に向けた取り組みの第一歩となる。

（監修：後藤  正博）
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ながるためである。一方、製造業 A社の事例もそ

うであるが、オンボーディングが複数主管部にまた

がっている場合は、その両方をスコープとし、オン

ボーディングプロセス全体を改革できるような設計

とすべきである。そのような設計としないと結局手

作業が残ったり、複数システムでの作業が発生した

りして、ユーザーがメリットを感じづらい（主管

部からの反発も想定され、Human Centric の思想

にも反する）。また、金融機関 B社の事例から得ら

れる示唆は、既存の申請システムが存在する場合、

すべてを新たな IT プラットフォームに統合するの

ではなく、既存システムを生かした形でプラット

フォームを構築することが望ましいという点である

が、オンボーディングにおいてはやはりそうすべき

である。個々の申請は既存システムを残しつつ、各

種申請の入り口は IT プラットフォームで統一する

ことで、ユーザーのアクセスが容易になる。また、従

来は手続きのやり方も進展状況も分からず、バラバラ

のシステムを使い分ける必要があったが、ワンストッ

プで実施可能となりタスクの抜け漏れも少なくなる

ことで、ユーザビリティーが大幅に向上し、目に見

える効果を得ることができる（Quick Winの実現）。

　そして、オンボーディングと同時に関連する問い

合わせ対応も IT プラットフォーム上で実施可能と

すべきである。オンボーディングの申請中に問い合

わせし、その後問い合わせ結果から申請再開をワン

ストップで実現することで、ユーザビリティーを大

幅に向上し、問い合わせにかかる工数も削減するこ

とができる。新入社員にとって、多くの関係者が絡

み、担当者や責任者が分かりにくく、必要書類や手

続きの方法も不明瞭で特に問い合わせが多い業務で

あるため、問い合わせのシステム化という目線でも

効率化が図れ、さらに申請画面から直接問い合わせ

を起こし、その回答結果を申請ワークフローに自動

反映できれば、利用者は別窓口へ移動したり情報を

再入力したりする負担を負わずに済む。問い合わせ

のステータスや回答期限を申請画面に表示すること
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